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令和３年度 

主要施策の成果に関する説明書 

の作成状況について 

 

 

 

 
 本資料は、現在とりまとめ中の資料であり、今後、内容が変更される場合があります。 

 本資料は、県議会９月定例会への提出資料となりますので、取扱いには十分留意願います。 

資料№１ 



１ 位置付け１ 位置付け

２ 内容と構成２ 内容と構成

(１) 地方自治法(昭和22年法律第67号)第233条第５項の規定に基づき県議会に提出する決算附属書類

(２) 県行政に関する基本的な計画の議決に関する条例(平成15年岩手県条例第59号)第５条の規定に基づく県議会への報告書類

令和３年度 の概要（案）
「主要施策の成果に関する説明書」
「いわて県民計画実施状況報告書」

３ 政策推進プランの達成状況３ 政策推進プランの達成状況

○ いわて幸福関連指標：10の政策分野における幸福に関連する客観的な指標

○ 具体的推進方策指標：県が主体となって具体に取り組む施策に関連する客観的な指標

○ 達成度の見方：｢達成【Ａ】｣:100％以上､ ｢概ね達成【Ｂ】｣:80％以上100％未満､ ｢やや遅れ【Ｃ】｣:60％以上80％未満､ ｢遅れ【Ｄ】｣:60％未満

（2019～2028）

(１) 平成31年３月に策定した｢いわて県民計画（2019～2028）｣の第１期アクションプラン・政策推進プランに掲げ
る各種指標の令和３年度目標に対する同年度末時点の達成状況を示すもの｡

(２)10の政策分野及び50の政策項目について、指標の達成状況、主な取組事項、指標一覧表などを掲載。

(１) いわて幸福関連指標73（82）※の「概ね達成【Ｂ】」以上の割合は約54％となりました。

＜10の政策分野別の状況＞

○ 「Ⅱ 家族・子育て」で約86％の指標 (７指標のうち６指標)が、「Ⅸ 社会基盤」 で80％の指標(５指標のうち４指標)が「達成
【Ａ】」・「概ね達成【Ｂ】」となっています。

○ 「Ⅳ 居住環境・コミュニティ」 で80％の指標(５指標のうち４指標)が 、「Ⅶ 歴史・文化」で約66％の指標（3指標のうち2指

標)が、「やや遅れ【Ｃ】」・「遅れ【Ｄ】」となっています。
※ 指標数の(  )内は、未確定等指標を含む全指標数。(２)において同じ〕

(２) 具体的推進方策指標517（563）の「概ね達成【Ｂ】」以上の割合は約77％となりました。

＜10の政策分野別の状況＞

○ 「Ⅶ 歴史・文化」で100％の指標(９指標すべて)が、「Ⅴ 安全」、「Ⅹ 参画」で約93％の指標(27指標のうち25指標)が 、「達
成【Ａ】」・「概ね達成【Ｂ】」となっています。

○ 「Ⅲ 教育」で約42％の指標(113指標のうち47指標)が、「Ⅱ 家族・子育て」で約32％の指標(49指標のうち16指標)が 、「やや
遅れ【Ｃ】」・「遅れ【Ｄ】」となっています。

(３) 最終目標（令和４年度）に対する進捗状況については、４年間の計画期間の３年目時点において進捗率75%以
上である指標は、いわて幸福関連指標が約36％、具体的推進方策指標が約49％となりました。

(４) 年度後半に実施する「政策形成支援評価」では、今回の指標の達成状況と併せ、社会経済情勢等も含めた詳
細な分析を行い、これを今後の施策に反映させていきます。

(２) 具体的推進方策指標の達成状況

① 「達成【Ａ】｣又は｢概ね達成【Ｂ】｣ : 397指標（77％)

② ｢やや遅れ【Ｃ】｣又は｢遅れ【Ｄ】｣ : 120指標（23％) 

＜10の政策分野ごとの達成状況＞

(１) いわて幸福関連指標の達成状況
① 「達成【Ａ】」又は「概ね達成【Ｂ】」 : 40指標（54％）
② 「やや遅れ【Ｃ】」又は｢遅れ【Ｄ】｣ : 33指標（46％）

(３) 最終目標（令和４年度）に対する進捗状況
進捗率が75%以上となっている指標数
① ｢いわて幸福関連指標｣ : 26指標（36％）
② ｢具体的推進方策指標｣ : 259指標（49％）

注：構成比は小数点以下を四捨五入しているため、
合計しても必ずしも100とはならない。

注：達成度が判定できない指標のうち進捗率を図ることができる具体的推進指標を
含むため、(2)と具体的推進指標数の計が一致しません。

令 和 ４ 年 ７ 月 2 5 日
政策企画部政策企画課

アクションプラン／政策推進プラン
10の政策分野

Ⅰ　健康・余暇　(9) 4 (45%) 2 (22%) 0 (0%) 3 (33%)

Ⅱ　家族・子育て　(7) 3 (43%) 3 (43%) 0 (0%) 1 (14%)
Ⅲ　教育　(18) 4 (22%) 5 (28%) 2 (11%) 7 (39%)
Ⅳ　居住環境・コミュニティ　(5) 0 (0%) 1 (20%) 1 (20%) 3 (60%)

Ⅴ　安全　(4) 2 (50%) 1 (25%) 1 (25%) 0 (0%)

Ⅵ　仕事・収入　(11) 1 (9%) 3 (27%) 0 (0%) 7 (64%)
Ⅶ　歴史・文化　(3) 0 (0%) 1 (33%) 1 (33%) 1 (33%)
Ⅷ　自然環境　(5) 1 (20%) 1 (20%) 2 (40%) 1 (20%)
Ⅸ　社会基盤　(5) 3 (60%) 1 (20%) 0 (0%) 1 (20%)
Ⅹ　参画　(6) 2 (33%) 2 (33%) 0 (0%) 2 (33%)

やや遅れ

【Ｃ】
遅  れ
【Ｄ】

20 (27%) 20 (27%) 7 (10%) 26 (36%)

達成度 達  成
【Ａ】

概ね達成

【Ｂ】

Ⅰ　健康・余暇 4 (44%) 5 (56%) 29 (43%) 38 (57%)
Ⅱ　家族・子育て 4 (57%) 3 (43%) 16 (33%) 33 (67%)
Ⅲ　教育 5 (28%) 13 (72%) 40 (35%) 75 (65%)
Ⅳ　居住環境・コミュニティ 0 (0%) 5 (100%) 22 (55%) 18 (45%)
Ⅴ　安全 3 (75%) 1 (25%) 14 (48%) 15 (52%)
Ⅵ　仕事・収入 1 (9%) 10 (91%) 67 (58%) 48 (42%)
Ⅶ　歴史・文化 1 (33%) 2 (67%) 6 (67%) 3 (33%)
Ⅷ　自然環境 1 (20%) 4 (80%) 14 (54%) 12 (46%)
Ⅸ　社会基盤 3 (60%) 2 (40%) 35 (73%) 13 (27%)
Ⅹ　参画 4 (67%) 2 (33%) 16 (57%) 12 (43%)

全体 26 (36%) 47 (64%) 259 (49%) 267 (51%)

具体的推進方策指標
75%以上 75%未満 75%以上 75%未満

政策分野名
幸福関連指標



４ 10の政策分野の具体的な推進方策の状況４ 10の政策分野の具体的な推進方策の状況

Ⅰ 健康・余暇 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 72%＞Ⅰ 健康・余暇 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 72%＞ Ⅱ 家族・子育て ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 68%＞Ⅱ 家族・子育て ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 68%＞

Ⅲ 教育 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 58%＞Ⅲ 教育 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 58%＞ Ⅳ 居住環境・コミュニティ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 82%＞Ⅳ 居住環境・コミュニティ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 82%＞

Ⅴ 安全 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 93%＞Ⅴ 安全 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 93%＞ Ⅵ 仕事・収入 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 83%＞Ⅵ 仕事・収入 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 83%＞

Ⅶ 歴史・文化 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 100%＞Ⅶ 歴史・文化 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 100%＞ Ⅷ 自然環境 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 84%＞Ⅷ 自然環境 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 84%＞

Ⅸ 社会基盤 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 92%＞Ⅸ 社会基盤 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 92%＞ Ⅹ 参画 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 93%＞Ⅹ 参画 ＜「概ね達成【Ｂ】」以上の割合 93%＞

凡例 ①「概ね達成【Ｂ】」以上の指標が半分以上の主な推進方策

②「やや遅れ【Ｃ】」又は「遅れ【Ｄ】」が見られる主な推進方策

①「互いに認め合い、共に支え合う福祉コミュニティづくりの
推進」、「多様な学びのニーズに応じた拠点の充実」等

②「結婚・家庭・子育てに希望を持て
る環境づくりの推進」

（結婚サポートセンター会員における成
婚者数（累計）：ＡIの活用によりマッ
チング件数は増えているものの、コロ
ナ禍において直接対面する機会が減少
していること等により、お見合い組数
や交際組数が横ばい状態となっている
ため。）等

①「個性や主体性を発揮して自立した活動ができる環境づく
りの推進」 、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ
ンス）の推進」等

②「学校・家庭・地域が連携した体験活
動の推進などを通じた豊かな心の育成」

（学校や地域が行う体験活動に参加し、今
後も継続して参加したいと思う児童生徒
の割合（中学生）：各学校において開催
方法を工夫しながら多様な体験活動を推
進したものの、職場体験学習や集団宿泊
体験等の機会が減少したため。） 等

①「就学前から卒業後までの一貫した支援の充実」、
「安全で快適な学校施設の整備」 等

②「自然と調和した衛生的で快適な
生活環境の保全」

（水道基幹管路の耐震適合率（上水

道）：耐震適合率が低い簡易水道事業

の上水道事業化が進んだことなどによ

り上水道全体の基幹管路延長が大幅に

延びたため。） 等

①「快適に暮らせる良質で環境に配慮した居住環境づく
り」、「安心して移住し、活躍できる環境の整備」 等

①「犯罪被害者を支える社会づくりの推進」、「地域に根ざ
した食育と食を楽しむ環境づくりの推進」等

②「県内就業の促進及びＵ・Ｉターン
による人材確保の推進」

（高校生の県内企業の認知度割合：いわ
てで働こう推進協議会を核とした取組
により就職を希望する高校生の認知度
は上昇傾向にあるものの、進学を希望
する高校生の地元企業への関心を高め
るところまでは至っていないと考えら
れるため。） 等

①「企業間・産学官連携を通じた関連技術の開発などによる
新産業の創出」、「生産基盤の着実な整備」 等

② 該当なし

①「世界遺産の持つ新たな魅力の発信」、 「民俗芸能の公演発
表などによる、伝統文化への理解促進と情報発信」 等

②「水と緑を守る取組の推進」

（県民参画による公益的な機能を重視す
る森林整備面積〔累計〕：植林やそれ
に伴う育林作業の増加により、間伐を担
う作業員の確保が難しいほか、事業の対
象となる森林が奥地化していること等に
より施工可能な森林の確保が進まなかっ
たため。） 等

①「自然とのふれあいの促進」 、 「温室効果ガス排出削減
対策の推進」 等

②「港湾の整備と利活用の促進」

（港湾におけるコンテナ貨物取扱数（実

入り）：世界的なコンテナ不足等、長

期化する世界的な物流混乱等の影響か

ら荷主の輸出入数量が制限されている

こと等により、貨物の取扱いが目標に

達しなかったため。） 等

①「ハード対策とソフト施策を効果的に組み合わせた防災・減
災対策」、「住民との協働による維持管理の推進」等

②「社会のニーズに対応したＮＰＯの活動促
進に向けた支援」

（ＮＰＯ法人数（10万人当たり）：ＮＰ
Ｏ法人の活動紹介や法人の設立等に関
する研修会の開催等に取り組み、法人
の新規認証件数は増加したものの、活
動参加者の減少や担い手の高齢化等に
より活動の継続が困難となり解散した
法人もあったため。） 等

①「若者の活躍支援」、「官民連携による県民運動の展開」等

②「地域コミュニティにおける防災体
制の強化（共助）」

（消防団の機能別団員数：消防団員数が
減少傾向にある中、機能別団員数は着
実に増加してきたものの、当制度を導
入する市町村数が伸び悩んだほか、コ
ロナ禍において演習等の消防団活動が
縮小し、活動の周知機会が減少したた
め。） 等

②「質の高い医療が受けられる体制の整備」

（医療機関の役割分担認知度：広報等の普
及啓発により前年度と比較して改善した
ものの、受診機会が少ない39歳以下での
認知度が依然として低いことや、コロナ
禍における医療機関への受診控えを踏ま
え、医療機関の役割分担に係る啓発より
も早期受診の呼びかけに注力しているこ
と等によるため。） 等



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 全体の状況 

復興推進プランの施策体系・事業に基づく令和３年度の進捗状況の概要（確定値） 
 

 

 

① 進捗率 80％以上： 92.9％(26 指標) ※R2 確定値： 73.5% (+ 19.4pt) 

国内の食の商談会等出展者数（いわて食の販路拡大事業費）など  

② 進捗率 80％未満：  7.1％( 2 指標) ※R2 確定値： 26.5% (▲19.4pt) 

サケの回帰率（さけ、ます増殖費）など 

 
 

① 進捗率 80％以上： 88.9％(32 指標) ※R2 確定値： 90.2% (▲ 1.3pt) 

支援を受けた水産加工業者件数（いわて美味しい食の振興事業費）など 

② 進捗率 80％未満： 11.1％( 4 指標) ※R2 確定値：  9.8% (+ 1.3pt) 

  海洋調査船公開、出前授業等の実施回数（海洋研究学びの場創出推進事業費）など 

 

① 進捗率 80％以上： 80.0％(20 指標) ※R2確定値： 60.7% (+ 19.3pt) 

県・三陸 DMO センターが提案した旅行商品の催行数（累計）（三陸沿岸観光新時代創造事業）など 

② 進捗率 80％未満： 20.0％( 5 指標) ※R2確定値： 39.3% (▲ 19.3pt) 

旅行会社・メディア等招請回数（いわてインバウンド新時代戦略事業）など 

 

復興推進プランの令和３年度計画値に対する進捗率 

・80%以上： 87.1%（27 指標） ※R2確定値：57.9%(+29.2pt) 

 

 
 
復興推進プランの令和３年度計画値に対する進捗率 
・80%以上： 88.7%（55 指標) ※R2 確定値：78.7%（+10.0pt） 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
復興推進プランの令和３年度計画値に対する進捗率 

・80%以上：87.6%（78 指標） ※R2 確定値：76.7%（+10.9pt） 

 
 
 
 
 

 

 

 
３ ４本の柱及び 12 分野の取組状況 

 安全の確保 

 暮らしの再建 

 なりわいの再生 

１ 趣 旨 

令和３年度の主な取組 
○ 水産業・農林業分野では、令和３年度末までに 22.9km の防潮堤の 

復旧が完了した。（全体計画値：23.0 ㎞に対する進捗率 99.6％） 

 また、主要魚種の不漁等への対策に取り組むとともに、水産業の 

担い手を確保するため「いわて水産アカデミー」の運営を支援している。 

○ 商工業分野では、中小企業等グループ補助金による支援について、令和３年度までに 216 グル

ープ、1,573 者、919 億円の交付決定を行った。また、水産加工業における商談会の開催や商品

開発の支援を進めるとともに、大手ＥＣサイトでの販売促進を支援した。 

○ 観光分野では、震災学習をはじめとした教育旅行誘致促進のため、オンライン商談会に取り組

んだ。また、主要な海水浴場であった浪板海岸の砂浜再生のための養浜工事に取り組み、令和３

年９月の工事完了をもって、県内で計画された３箇所全ての砂浜が復活した。 

○ 復興推進プランの令和３年度における進捗
状況は、令和３年度に設定した 213 指標（再掲
指標 40 指標を含む）中、進捗率が 80%以上の
指標が 86.9%（※）（185 指標）（再掲指標を除
いた場合、それぞれ 87.3%、151 指標）となっ
た。 
※ 進捗率 80%以上 R2 確定値：72.7%（+14.2pt） 

 

【４本の柱ごとの指標数内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ カッコ書きは、再掲指標を除いた場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 再掲指標を含む 

○ 「いわて県民計画 復興推進プラン 〔2019
年度～2022 年度〕」の構成事業を対象とし、よ
り良い復興に向けた４本の柱である「安全の確
保」、「暮らしの再建」、「なりわいの再生」及び
「未来のための伝承・発信」の観点から、復興
推進プランの令和３年度における進捗状況を
示すもの。 

○ この進捗状況のほか、「復興に関する意識調
査」や「いわて復興ウォッチャー調査」による
主観指標、地域ごとの人口動態や商工業指標等
の「いわて復興インデックス」の客観指標など
も含めて復興状況の分析を行い、その結果を今
後の復興施策・事業に反映させていくもの。 

※ 令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の
影響を踏まえた指標の変更を行っており、本書
は変更後の指標に基づく進捗状況を示してい
る（裏面参照）。 

 

 

令和３年度の主な取組 
○ 防災のまちづくりでは、津波防災施設の整備済延長が合計で 75.5km 

となった。（全体計画値：76.8km に対する進捗率 98.3％） 

○ 交通ネットワークでは、令和３年 12 月に復興道路（三陸沿岸道路等） 

が全線開通し、岩手県の縦軸、横軸を構成する 359km の高規格道路ネットワーク 

が構築された。また、内陸部から沿岸各都市へアクセスする復興支援道路は、令和３年度末までに

計画箇所 38 箇所全てにおいて整備が完了した。このほか、防災拠点、医療拠点へのアクセスや水産

業の復興を支援する復興関連道路は、令和３年度末までに計画箇所 20 箇所のうち、19 箇所の整備

が完了した。 

 

① 進捗率 80％以上： 91.7％(22 指標) ※R2確定値： 71.0% (+ 20.7pt) 

備蓄物資更新を行った施設数（延べ）（広域防災拠点事業）など 

② 進捗率 80％未満：  8.3％( 2 指標) ※R2確定値： 29.0% (▲20.7pt) 

三陸 TSUNAMI 会議（仮称）開催回数（震災伝承ネットワーク構築事業） 

 

① 進捗率 80％以上： 71.4％( 5 指標) ※R2確定値：  0.0% (+ 71.4pt) 

復興支援道路の整備完了箇所数（累計）（復興支援道路整備事業（改築））など 

② 進捗率 80％未満： 28.6％( 2 指標) ※R2確定値：100.0% (▲ 71.4pt) 

港湾におけるコンテナ貨物取扱数量（実入り）（港湾利用促進事業）など 

 

① 進捗率 80％以上： 75.0％(9 指標) ※R2 確定値： 87.5% (▲ 12.5pt) 

コーディネーター配置数（被災地コミュニティ支援コーディネート事業）など 
② 進捗率 80％未満： 25.0％( 3 指標) ※R2 確定値： 12.5% (+  12.5pt) 

補助団体数（被災者の参画による心の復興事業）など 

 

① 進捗率 80％以上：100.0％(15 指標) ※R2確定値： 88.2% (+ 11.8pt) 

こころのケアケース検討数（被災地こころのケア対策事業）など 

 

① 進捗率 80％以上：100.0％( 4 指標) ※R2確定値： 75.0% (+ 25.0pt) 

応援職員の充足率（被災市町村行財政支援事業（職員派遣））など 

 

① 進捗率 80％以上： 88.2％(15 指標) ※R2確定値： 66.7% (+ 21.5pt) 

「いわての復興教育」に取り組んでいる市町村数（いわての復興教育推進事業）など 

② 進捗率 80％未満： 11.8％( 2 指標) ※R2 確定値： 33.3% (▲21.5pt) 

音楽関連イベントの開催回数（海外との絆を活かした文化芸術形成促進事業費）など 

 

① 進捗率 80％以上： 85.7％(12 指標) ※R2確定値： 78.6% (+ 7.1pt) 

地域ジョブカフェのサービスを利用して就職決定した人数(累計）（地域ジョブカフェ管理運営事業）など 

② 進捗率 80％未満：  14.3％( 2 指標) ※R2確定値： 21.4% (▲  7.1pt) 

沿岸地区民生委員協議会訪問事業の実施箇所数（民生委員(児童委員)活動事業） 

グラフの見方： 
区分（指標数） 

     〈割合％〉 

注：構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない。 

【復興推進プラン令和３年度計画値に対する進捗率】 

  
 

復興推進プランの令和３年度計画値に対する進捗率 

・80%以上：80.6%（25 指標） ※R2 確定値：62.1%（+18.5pt） 

 
 
 
 
 
 

 

 未来のための伝承・発信 

 

① 進捗率 80％以上： 76.5％（13 指標） ※R2確定値： 63.2% (+ 13.3pt) 

岩手県公式動画チャンネル（YouTube）視聴回数（いわて情報発信強化事業費）など 

② 進捗率 80％未満： 23.5％（ 4 指標） ※R2確定値： 36.8% (▲13.3t) 

音楽関連イベントの開催回数(海外との絆を活かした文化芸術形成促進事業費）など 

 

 

① 進捗率 80％以上： 85.7％（12 指標） ※R2確定値： 60.0% (+ 25.7pt) 

教員現地研修会開催回数（東日本大震災津波伝承館整備（運営）事業）など 

② 進捗率 80％未満： 14.3％（ 2 指標） ※R2確定値： 40.0% (▲25.7pt) 

  提言集の英語版作成（震災教訓伝承事業）など 

令和３年度の主な取組 
○ 事実・教訓の伝承分野では、「東日本大震災津波を語り継ぐ日条例」の 

趣旨を踏まえた取組などを進めたほか、東日本大震災津波伝承館においては、 

防災学習・復興教育に対応した企画に取り組み、来館者数は 48 万人（３月末現在）に達した。

伝承館については、これまでの実績等を検証しながら、より適切な運営を確保していく。 

○ 復興情報発信分野では、「ぼうさいこくたい 2021」において、復興に力強く取り組む地域の姿

を発信し被災県として得た教訓を伝え、国内外の防災力強化に貢献した。また、復興支援の感謝

を伝えるため、「いわて復興支援感謝パスポート」の発行などに取り組んだ。 

Ⅰ 防災のまちづくり 

Ⅱ 交通ネットワーク 

Ⅻ 復興情報発信 

Ⅴ 教育・文化・スポーツ 

Ⅳ 保健・医療・福祉 

Ⅲ 生活・雇用 

Ⅹ 観光 

Ⅸ 商工業 

Ⅷ 水産業・農林業 

Ⅶ 市町村行政機能 

Ⅵ 地域コミュニティ 

Ⅺ 事実・教訓の伝承 

注：構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない。 1 

区　分
復興推進プラン

令和３年度計画値に
対する進捗率

A 100％以上

B
100％未満
80％以上

C
80％未満
60％以上

D 60％未満

令和３年度の主な取組 
○ 生活・雇用分野では、災害公営住宅（5,833 戸）が令和２年度までに完成、 

応急仮設住宅等の全ての入居者が恒久的住宅に移った。令和３年度においては、 

恒久的な住宅への移行後も生活面や経済面等の課題を抱える被災者に対し、 

生活再建を支援する「いわて被災者支援センター」を設置運営している。 

○ 保健・医療・福祉分野では、被災者の健康の維持・増進を図るため、関係団体等と連携しながら、

市町村が行う保健活動を支援するとともに、中長期的な支援が必要な被災者のこころのケアに引き

続き取り組んでいる。 

○ 教育・文化・スポーツ分野では、岩手の復興・発展を支える人材を育成するため、全市町村で「い

わての復興教育」に取り組んだほか、整備を進めてきた「県立野外活動センター（愛称：ひろたハ

マラインパーク）」が令和３年７月に全施設の供用を開始した。 

○ 地域コミュニティ分野では、市町村や被災者支援を行う民間団体等の調整役となるコーディネー

ターを引き続き配置するとともに、コミュニティ形成支援のために、「新しい生活様式」を踏まえ

た支援活動の好事例の紹介の取組を進めている。 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

23 4 2 2
74.2% 12.9% 6.5% 6.5%
47 8 3 4

75.8% 12.9% 4.8% 6.5%
65 13 4 7

73.0% 14.6% 4.5% 7.9%

24 1 2 4

77.4% 3.2% 6.5% 12.9%
159
(128)

26
(23)

11
(9)

17
(13)

74.6%
(74.0%)

12.2%
(13.3%)

5.2%
(5.2%)

8.0%
(7.5%)

185　(151) 28　　(22)
86.9%　(87.3%) 13.1%　(12.7%)

暮らしの再建 62

なりわいの再生 89

合計
213
(173)

未来のための
伝承・発信

31

４本の柱
指標
数
合計

進捗区分ごとの指標数
(下段は指標数合計に占める構成比)

安全の確保 31
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復興推進プランの令和３年度計画値に対する進捗率 80%未満の指標の分類 

  
○ 復興推進プランの令和３年度計画値に対する進捗率が80％未満の指標28指標(再掲指標6指標を含む)につい 

て、主な要因を分類したもの。  

分類
指標
数

指標の
構成比

① 復興関連道路整備事業（改築） 交通ネットワークNo.3
　【復興関連道路の整備完了箇所数（累計）】

①　再生可能エネルギー導入促進事業 防災のまちづくりNo.15
　【被災家屋等への太陽光発電設備導入数】

① 震災伝承ネットワーク構築事業 防災のまちづくりNo.28、
　【三陸TSUNAMI会議（仮称）開催回数】 　事実・教訓の伝承No.2
② 港湾利用促進事業 交通ネットワークNo.9
　【港湾におけるコンテナ貨物取扱数量（実入り）】

③　民生委員(児童委員)活動事業 生活・雇用No.15、
　【沿岸地区民生委員協議会訪問事業の実施箇所数】 　地域コミュニティNo.8
④　ジョブカフェいわて管理運営事業 生活・雇用No.25
　【ジョブカフェ等のサービスを利用して就職決定した人数(累計）】

⑤　被災地児童生徒文化芸術支援事業 教育・文化・スポーツNo.22
　【参加校数】
⑥ 海外との絆を活かした文化芸術形成促進事業費 教育・文化・スポーツNo.24、
　【音楽関連イベントの開催回数】 　復興情報発信No.6
⑦　災害派遣福祉チーム派遣体制強化事業 地域コミュニティNo.11
　【災害派遣福祉チーム員研修の開催回数】
⑧　情報関連産業競争力強化事業 商工業No.40
　【新規取引件数】
⑨ 海洋研究学びの場創出推進事業費 商工業No.48
　【海洋調査船公開、出前授業等の実施回数】
⑩ 科学技術普及啓発推進事業費 商工業No.52
　【いわてまるごと科学館開催】
⑪ 三陸周遊・滞在型観光推進事業費 観光No.3
　【企業研修旅行誘致説明会参加回数（オンラインを含む）】 　復興情報発信No.8
⑫　復興情報発信事業 観光No.8、
　【復興フォーラム開催回数】 　復興情報発信No.3
⑬　北東北広域観光推進事業 観光No.10
　【国内旅行会社等招請回数】
⑭　三陸沿岸観光新時代創造事業 観光No.21、
　【国内外旅行AGT等情報発信支援事業者数】 　復興情報発信No.10
⑮　いわてインバウンド新時代戦略事業 観光No.22
　【旅行会社・メディア等招請回数】
⑯ 震災教訓伝承事業 事実・教訓の伝承No.5
　【提言集の英語版作成】※三陸TSUNAMI会議（仮称）

　開催の再延期に伴い、作成を延期したもの。

① 被災者の参画による心の復興事業 地域コミュニティNo.4
　【補助団体数】
② さけ、ます増殖費 水産業・農林業No.2
　【サケの回帰率】
③ いわて水産アカデミー運営支援事業費 水産業・農林業No.6
　【いわて水産アカデミー修了生数】
④　新しい三陸の地域産業展開事業 商工業No.43
　【経営革新計画策定事業者数】

合　　計
28
(22)

100.0%
(100.0%)

　(※)　カッコ書きの指標数は、再掲指標を除いた場合の指標数であること。

(3)新型コロナウイルス
　感染症感染拡大の影響
＜感染拡大防止のため事業を中止
したものや、感染拡大の影響によ
り事業実施に向けた準備を進める
ことができなかったもの＞

22
(16)

78.6%
(72.7%)

(4)その他
　＜上記に該当しないもの＞

4
(4)

14.3%
(18.2)

(2)被災地のニーズ少
＜当初の計画値より被災地のニー
ズが少なかったもの＞

1
(1)

3.6%
(4.5%)

事業
【指標】

　復興推進プラン
　　　における事業番号

(1)他事業との調整
＜他事業の進捗や地域の実情に合
わせ、実施時期を調整したもの＞

1
(1)

3.6%
(4.5%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）進捗率 80%未満の指標数に係る令和３年度確定値と令和２年度確定値の比較 

 

分類
R3年度
確定値

R2年度
確定値

比較

合　　計
28

(22)
67

(52)
▲39
(▲30)

　(※)　カッコ書きの指標数は、再掲指標を除いた場合の指標数であること。

(7)新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響
　＜感染拡大防止のため事業を中止したもの＞

22
(16)

40
(29)

▲18
(▲13)

(8)その他
　＜上記に該当しないもの＞

4
(4)

4
(4)

0
(0)

(5)被災地のニーズ少
　＜当初の計画値より被災地のニーズが少なかったもの＞

1
(1)

1
(1)

0
(0)

(6)制度等の変更
　＜国の法律等の改正による制度変更や事業相手方の方針変更による事業内容の変更＞

0
(0)

2
(1)

▲2
(▲1)

(3)施工条件の変化
　＜詳細調査の結果、施工条件の変化により工期の変更が生じたもの＞

0
(0)

11
(11)

▲11
(▲11)

(4)他制度活用
　＜国、市町村などが行う他の有利な制度が活用されたもの＞

0
(0)

3
(1)

▲3
(▲1)

(1)関係機関等と協議
　＜国、市町村、住民や事業主体などとの協議に時間を要したもの＞

0
(0)

3
(3)

▲3
(▲3)

(2)他事業との調整
　＜他事業の進捗や地域の実情に合わせ、実施時期を調整したもの＞

1
(1)

3
(2)

▲2
(▲1)

 

2 



第２期アクションプランの策定に向けた政策評価調書の記載について

１ 「いわて県民計画（2019～2028）」第２期アクションプランの策定について
(１) 策定の趣旨
長期ビジョンの実効性を確保するため、第２期アクションプランの計画期間において、重点的・優先的に
取り組むべき政策や、その具体的な推進方策を明らかにするため策定するもの。

(２) 計画期間
令和５年度（2023年度）から令和８年度（2026年度）までの４年間の計画とする。

(３) 構成
「復興推進プラン」「政策推進プラン」「地域振興プラン」 「行政経営プラン」で構成

２ 政策分野の個別調書の記載について

第２期政策推進プランの策定にあたり、第１期の成果と課題を取りまとめる必要
↓

今年度の政策評価レポートの政策分野の個別調書においては、
「課題と今後の方向性」のうち「課題」を「これまでの成果と課題」とし、第１期の成果も含めて記載

※ イメージは次頁

資料No.３

今年度、「いわて県民計画（2019～2028）第２期アクションプランを策定することを予定している

ことから、第２期政策推進プランに第１期政策推進プランの評価を反映させるため、今年度の政

策評価レポートの政策分野の個別調書には、第１期の成果を含めて記載することとしたい。



○昨年度は、幸福関連指標のうち遅れがみられたものや、

指標に表れない課題を中心に記載した。

○今年度は、「〈課題〉」を「〈これまでの成果と課題〉」とし、

第１期ＡＰの成果を含めて記述にする。

政策分野の個別調書のイメージ



事務事業評価の評価区分等の見直しについて

事務事業評価については、限られた財源を効果的かつ効率的に活用するために行っているところで
すが、ＰＤＣＡサイクルをより回しやすくするため、「今後の方向」の区分の「継続」を「継続」及び「継続（見直し
あり）」に分けることとし、併せて事務事業評価調書の様式の一部を変更することとしたい。

資料No.４

年度 区 分 拡 充 継 続 縮 減
廃止・
休止

終了 計

2021

プラン構成
事業

4
(0.6)

679
(94.0)

3
(0.4)

6
（0.8)

30
(4.2)

722
（100.0)

そ の 他 事
業 2 165 2 1 33 203

計
6

(0.7)
844

(91.2)
5

(0.5)
7

(0.8)
63

(6.8)
925

(100.0)

2020

プラン構成
事業

8
(1.1)

672
(90.9)

10
(1.4)

16
(2.2)

33
(4.5)

739
(100.0)

そ の 他 事
業

1 183 1 4 45 234

計
9

(0.9)
855

(87.9)
11

(1.1)
20

(2.1)
78

(8.0)
973

（100.0)

１ 現行の事務事業評価の課題

・ 事務事業評価の 「今後の方向」欄では、例年、
評価対象の９割前後の事業が「継続」

・ 「継続」には、
A：事業手法の変更などの見直しを行っている
B：事業手法等について見直しがない
が混在している。

・ 財源の効果的かつ効率的な活用が求められ
るが、「継続」の事業では、評価の結果に沿
った改善がなされているか分かりにくい。

↑2021年及び2020年の今後の方向の区分別事業数



２ 対応案

(１) 区分の見直しについて

「今後の方向」の区分について、「継続」を「継続」及び「継続（見直しあり）」に分ける。

【考え方】

・ これまでの「継続」については、他の評価区分と比較して「継続」と評価した判断理由等が

分かりにくいことから、「継続（見直しあり）」の区分を追加することで、政策目的に照ら

して当該事業の課題をどう認識し、次年度の事業内容をどのように改善するのかなど、

評価内容を明確化すること。

↓

ＰＤＣＡサイクルの内容の顕在化



区 分 内 容

拡充

○ 事業の対象範囲・地域の拡大（例：補助対象の拡大、補助単価等の増、

地域限定から全県対象）、新たな事業内容の追加などを行うもの（一部

新規等）

【留意事項】 ［略］

継続

○「拡充」、「縮減」、「廃止・休止」、「終了」に該当しないもの
（事業手法の変更など、「拡充」、「縮減」、「廃止・休止」、「終了」に該
当しない程度の変更にとどまるものは継続となる）

【留意事項】
・事業は継続するが、事業箇所の要望がないなどの理由で令和４
度予算に計上しないものについては、「継続」とすること
・あらかじめ年度別計画を立てており、年度ごとに事業内容が異
なるものについては、「継続」とすること（例：初年度にシステム開
発を行い、２年目以降はシステムの管理・運営を行う事業など）

縮 減

○ 事業の対象範囲・地域の縮小（例：補助対象の縮小、積算方法の変更

による補助額の減額、成果が上がっている地区の除外・民間主導への移

行）、事業内容の一部廃止などを行うもの

【留意事項】 ［略］

廃止・休止

○ 事業目標の達成、他事業との優先度を検討した結果、事業効果が上

がらない等の理由により廃止(休止)するもの

○ 事業の実施を一定期間継続して休止する場合

○ 現在の事業内容では効果が上がらない等の理由により抜本的な見

直しを行い、新規事業を立ち上げて対応しようとするものは「廃止」と

すること（単に事業の名称を変更する場合は、「継続」とすること）

○ 当該事業を他の事業に完全に統合し、当該事業を廃止するもの

うち新規事業への統

合（統合・新規）

○ 当該事業を他の事業に完全に統合し、当該事業を廃止するもののう

ち、「新規※」に区分される事業へ統合再編するもの

うち拡充事業への統

合（統合・拡充）

○ 当該事業を他の事業に完全に統合し、当該事業を廃止するもののう

ち、「拡充」に区分される事業へ統合再編するもの

うち継続事業への統

合（統合・継続）

○ 当該事業を他の事業に完全に統合し、当該事業を廃止するもののう

ち、「継続」に区分される事業へ統合再編するもの

うち縮減事業への統

合（統合・縮減）

○ 当該事業を他の事業に完全に統合し、当該事業を廃止するもののう

ち、「縮減」に区分される事業へ統合再編するもの

終了 ○ 期限到来により終了するもの（Ｒ３年度終了事業）

現行の区分

継続（見直

しあり）

○ 前年度と事業内容に大きな変更はないが、「拡充」、

「縮減」、「廃止・休止」、「終了」に該当しない程度に、

事業手法など事業の実施に係る具体的な変更を行

うもの

【留意事項】

・事業の効果や効率を考慮して事業件数を変更する

等の変更は「継続（見直しあり）」となるが、シーリン

グにより単に事業件数を減らす等の変更は、「継続

（見直しあり）」に含まないこと。

・事業手法の変更には、対象の見直し、アプローチの

変更、内容の細目の見直し等を含む。

継続

○「拡充」、「継続（見直しあり）」、「縮減」、「廃止・休

止」、「終了」に該当しないもの

【留意事項】

（同左）

改正案



(２) 様式の見直し

事務事業評価調書の「上位施策や社会経済情勢等を踏まえた見直しの必要性」欄の名称について、

「具体的推進方策の進捗や社会経済情勢等を踏まえた事業手法等の見直しの必要性」に改める。

【考え方】

・事務事業評価では、上位施策や社会経済情勢等を踏まえた事業シナリオの検証を行っている。

・この検証では、課題、ニーズ、事業対象、狙い等のシナリオの変更内容のほか、効果や費用に
照らした手法等の見直しの必要性も記載することとしている。

⇒ 評価の実施にあたって、当該欄の内容がより分かりやすくなるよう、欄名を

「具体的推進方策の進捗や社会経済情勢等を踏まえた事業手法等の見直しの必要性」 に改める。

今後の方向

目標値 実績値 達成度 目標値
実績値
（見込）

達成度
（見込）

21プラン（第２次）について
「理解できた」「概ね理解で
きた」参加者の割合

％ 70 - － 70

成果
指標

指標名 単位
活動
指標

見直し
の必要
性の有
無

区分 説明

上位施策や社会経済情勢等を踏まえた見直し
の必要性

成果指標 評価結果

令和２年度 令和３年度

↑事務事業評価調書の一部を抜粋



令和３年度政策評価等の実施状況報告書（政策評価レポート2021）の概要（抜粋）


